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別紙様式 

ふくしまから はじめよう。「食」と「ふるさと」新生運動推進事業（継続） 

 

１ 趣    旨  

「ふくしま農林水産業新生プラン」のめざす姿の実現に向けて、生産者自らの積極的な取組はもとより、生産から流通・消費に至る 

様々な立場の組織・団体等が一体となり、相互に連携しながら「ふくしまから はじめよう。『食』と『ふるさと』新生運動」を展開する。 

 

２ 事 業 内 容 

（１） 「食」と「ふるさと」新生運動推進本部の運営 

推進本部総会、幹事会及び地方推進本部総会を開催し、運動の推進に関する基本的な事項や事業計画の策定、構成団体間の情報共 

有を行うとともに、運動最終年度として、これまでの取組成果や残された課題、運動終了後の取組の方向性などの総括を行う。 

（２） 農林水産業再生セミナーの開催 

各構成団体等のこれまでの取組とその成果や、今後も引き続き取り組むべき課題等について意見交換を行うとともに、残された課 

題等の解決のための道筋となるようなテーマを選定し、各構成団体及び農林漁業者を対象としたセミナーを開催する。 

 

３ 事業実施主体   県 

 

４ 予 算 額   １，０２３千円 

 

５ 補 助 率   － 

 

６ 事業実施期間   平成２６年度～令和２年度                                         

 

 

【担当課：農林水産総室農林企画課 ０２４－５２１－８０２７】  

1

食の祭典『おいしい ふくしま いただきます!』フェスティバル（H26～29）

ふくしまから はじめよう。「食」と「ふるさと」新生運動推進事業

ふくしま農林水産業新生プラン（平成２５年３月策定） 基本目標「“いのち”を支え 未来につなぐ 新生ふくしまの『食』と『ふるさと』」

プランの目指す姿の実現に向けて

食の安全・安心運動
○安全対策の徹底に

よる食の安全確保
○消費者の安心感の

醸成

生産再生運動
○力強い農林水産業

の生産体制の確立
○ふくしまブランドﾞの

回復・強化

風評払拭・消費拡大
運動

○消費者の理解促進
○地産地消等による消

費拡大と食育の推進

情報発信運動
○県内外への情報発信
○世界へ向けた情報発信

≪本部設置・
運動目標≫

本県農林水産業・農村
漁村が複合災害から
復興・再生を成し遂げ、
次世代に引き継ぐ豊か
で魅力ある農林水産
業・農村漁村を創造

関係者一体となった取組を県民、県外消費者等
に理解・浸透させる唯一の推進母体

＜推進本部の構成員（３１構成機関・団体）＞【本部長：知事、幹事長：農林水産部長】
生産：ＪＡ中央会等 商工：商工会議所連合会等 流通：生活協同組合連合会等 消費者：消費者団体連絡協議会等 行政：県・市町村・国
＜行動理念＞

生産者自らの積極的な取組はもとより、生産から流通・消費に至る様々な立場の組織・団体等が一体となり、その思いと力を一つにして
取り組む運動を展開

＜推進本部の重点取組事項＞
①食の安全・安心 ②運動生産再生運動 ③風評払拭・消費拡大運動 ④情報発信運動

ふくしまから はじめよう。｢食」と「ふるさと」新生運動（平成２５年１０月５日推進本部設立）

関係機関・団体が一体となった本県農林水産業復興をけん引する推進母体

■ 食の安全・安心運動
○県産農林水産物安全・

安心実感ツアー実施
○消費者対象イベントに

おけるＰＲ活動

県産農林水産物
安全・安心実感ツアー（H26～28）

25～29年度
30年度

R1年度

R2年度

重点取組事項
≪目標≫

ふくしまから はじ

めよう。｢食」と
「ふるさと」新生
運動本部（県段
階・地方段階）

生産

商工

流通消費者

行政

復興・創生期間

■ 生産再生運動

○農林水産業再生セミナー
○がんばる農林漁業者事例

集の発行（H26～29）

農林水産業・農山漁村の
東日本大震災及び

原子力災害からの復興・再生

■ 風評払拭・消費拡大運動
○食の祭典イベント（H26～29）
○｢おいしいふくしま いただきます!｣

キャンペーンの実施（年間約30回）

Ｒ２年度の予算の考え方
【予算】 1,023千円

○ 運動の効率的な実施のための
情報共有と発信

○ これまでの取組の振り返り
○ 残された課題の共有
○ 課題解決に向けた方向性の提案

■ 情報発信運動
○ＩＣＴを活用した情報発信

（ﾒﾙﾏｶﾞ、ＬＩＮＥ、ｸｯｸﾊﾟｯﾄﾞ等）
○ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ映像の制作・公開

農林水産業再生セミナー
（H30ﾃｰﾏ：産地の強化）

2



別紙様式 

アグリイノベーション活用型営農モデル推進事業（継続） 

 

１ 趣    旨  

  被災地域において、意欲ある農業法人や企業等が、農林水産分野イノベーション・プロジェクトの成果（ロボット技術、ＩＣＴ等の

先進技術活用による営農モデル提案等）を導入するとともに、業務需要等の新たな流通・販売を取り入れた生産性の高い営農モデルの

実践を支援し、被災地域における営農再開と雇用を促進する。 

 

２ 事 業 内 容 

（１） イノベーション活用型営農モデル支援事業 

    被災地域において、農業法人・企業等が関係民間企業等と共同で作成する事業計画に沿って、ＩＣＴ等の先進技術、機械化体系

等の低コスト生産体技術の導入と併せて、カット・冷凍等の業務需要等の新たな流通・販売体系の確立などの営農モデルを実践す

るために必要となる機械・施設・資材の導入や、技術者及び栽培者の確保等を支援する。 

（２） イノベーション活用型営農モデル連携体制構築事業 

    イノベーション営農モデル実践支援事業の効果的な実施（営農モデルの提案公募・選定、営農モデル実践計画策定支援、営農モ

デル実践支援等）、実施結果の普及啓発活動（検討会・研修会の開催、実践成果を活用した農業関連企業の誘致等）を実施する。 

 

３ 事業実施主体   （１）農業法人、企業等、（２）県 

 

４ 予 算 額   ４０，６００千円 

 

５ 補 助 率   （１）定額 

 

６ 事業実施期間   平成３０年度～令和２年度                                         

【担当課：農業支援総室農業振興課 ０２４－５２１－７３４４】  

3

ＦＳ調査～アグリイノベーション活用型営農モデル推進事業の展開～目指す姿 農 業 振 興 課

目指す姿
⽣産 流通(加工) 販売対策まで

・先進的な技術を活⽤した⼟地利⽤型園芸作
物の実現可能性の調査

①イノベーション活用型営農モデル支援事業
（実践スキームイメージ、公募・採択

＝営農モデル2地区/年×3年）

農業法人（企業）・農業者等
（加工業者、外食産業、販売業者、

農業者等と仲卸の連携組織 等）

ＪＡ、機械メーカー、ICTベンチャー
市町村、⾦融機関、研究機関 等

ほうれんそう(業務用･加工用)（30ha）
機械化栽培＋加工技術＋⼤⼿流通ﾒｰｶｰ

タマネギ（20ha)
機械化栽培＋調製･貯蔵技術＋仲卸･外食

長ネギ（30ha）
機械化栽培＋調製技術＋仲卸･加工ﾒｰｶｰ

ダイコン（20ha）
機械化栽培＋調製･保冷技術＋仲卸･外食

農業ビジネス参入上の課題
・農地集約・地⼒回復(栽培環境整備)
・栽培技術の確⽴（栽培試験）
・加工調製技術の確⽴（加工試験）
・販売先の確保（流通調査）

農業ビジネス参入
（加工業者、外食産業、販売業者 等）

生産 流通（加工） 販売

支援

②イノベーション活用型営農モデル
推進体制構築事業

・コンソーシアムの支援
・実践結果の普及啓発

○実践経過の報告など現地検討会・営農モデルの確⽴
○営農モデルの周知と普及活動
（県HPへの掲載、マスコミ活⽤、農業者・市町村・団体等

への普及活動・経営支援）
○実践成果を活⽤した農業関連企業の誘致 等

営農モデルの提案

提案例

雇用拡大

大規模
経営体の

創出

営農再開
の加速化

他地域へ
の波及

先
端
技
術
活
用
に
よ
る
営
農
モ
デ
ル
の
確
立

ＦＳ調査 （H29)

コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム

総事業費 182,200千円（H30 R2）
R2年度事業費 40,600千円

アグリイノベーション活用型
営農モデル推進事業 (H30～R2)

イノベ
15市町村

H30採択
・ふくしま未来農業協同組合
加工用など新たな販売を取り

入れた長ネギの産地化（70ha）

・マルヤス産業株式会社
被災地域へ参入し、業務加工

用野菜（ダイコン、カブ等） を栽
培（20ha）
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別紙様式 

避難農業者経営再開支援事業（継続） 

 

１ 趣    旨  

  原子力被災１２市町村（田村市、南相馬市、川俣町、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村及び飯舘

村。）から避難を余儀なくされた農業者の避難先や移住先における農業経営の再開を支援することによって、避難農業者の生活再建を図

る。 

 

２ 事 業 内 容 

（１） 避難農業者が原子力被災１２市町村外（県外を含む。）の避難先や移住先で農業経営を開始する際に必要な農業用機械、施設等の

導入等と、避難元市町村が避難農業者の農業経営の開始に向けて、各種調整等に要する事務経費を支援する。     

 

３ 事業実施主体   避難農業者（※直近の事業年度にかかる農産物の販売金額が、被災前と比べて５０パーセント以下である者） 

 

４ 予 算 額   ３５，０７７千円 

 

５ 補 助 率   （１）経営再開支援補助金    １／３以内 

ただし、帰還困難区域等農業者が将来原子力被災１２市町村で農業経営を再開する意志がある場合は、 

３／４以内 

 

（２）市町村事務費    定額 

 

６ 事業実施期間   平成２９年度～令和２年度                                         

【担当課：農業支援総室農業振興課 ０２４－５２１－７３４４】  
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避難農業者経営再開支援事業
令和２年１月２４日
農 業 振 興 課

 原⼦⼒被災12市町村農業者の⽣活再建を図るため、原⼦⼒被災12市町村外（県外を含む）の移住先や避難先における農業経営の
再開に必要な機械・施設の導入等を支援

【令和２年度予算額 ３５,０７７千円】

⻑期にわたる避難⽣活や帰還困難区域の取扱
い方針の決定（H28.8.31）等により、当面、
地元への帰還の⾒通しが⽴てられない状況

避難の⻑期化、営農意欲の減退等により今なお、
就業に至っていない避難農業者がいることから、
生活再建を後押しする支援策が必要

避難農業者から営農再開に向けた支援策として、
最も多い要望は、避難に伴い使用できなくなった
農業用機械・施設等の再整備に対する支援

当面、帰還等の⾒通しがたたない避難農業者が、避難先等で農業経営を再開する際に必要な機械・施設の導⼊等を支援

避難農業者経営再開支援事業

原⼦⼒災害により避難を余儀なくされている農業者の営農意欲を⾼め、
移住先、避難先における農業経営の再開を支援することで、原⼦⼒被災
12市町村農業者の早期の⽣活再建を図る。

①事業の目的

• 原⼦⼒被災12市町村農業者が、当該市町村外（県外を含む）の
移住先、避難先で農業経営を再開する際に必要となる農業用機械・
施設の導 入等に要する経費を支援する。

• 避難元市町村が避難農業者の営農再開に向けて、各種調整等に要
する経費を支援する。

②事業の内容

避難元市町村（原⼦⼒被災12市町村）
助成対象者 原⼦⼒被災12市町村外（県外を含む）の移住先、

避難先で営農を再開する原⼦⼒被災12市町村農業者
【令和２年度補助対象件数 ５件（想定）】

③事業実施主体

• 農業用機械・家畜等の導入
• ⽣産施設等の整備 など

④対象経費

補助率※ 帰還困難区域内
農業者

帰還困難区域外
農業者

将来帰還する意向がある場合 3/4以内
1/3以内

〃 ない場合 1/3以内

【経営再開支援補助⾦】（補助対象経費の上限額 10,000千円）

【市町村事務費】
定額

⑤補助額

福島県

避難元市町村
（事業実施主体）

②計画申請 ③計画承認、補助⾦交付

①計画作成 ④補助⾦交付

⑥事業の流れ

避難農業者

現状と課題

※「福島県原⼦⼒被災事業者事業再開等支援補助⾦」（商⼯業者向け）と同じ補助率
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ふくしまの畜産復興対策事業（一部新規） 

 

１ 趣    旨 

東日本大震災及び原発事故の影響により大きな被害を受けた本県畜産業の復興を図るため、生産、風評払拭及び経営安定の対策を一体 

的に支援する。 

 

２ 事 業 内 容 

（１） 畜産産地再生支援事業 

畜産産出額の拡大及び雇用の創出を推進するため、企業や市町村への訪問活動及び調査活動を行い、畜産企業の新規参入および 

営農再開を積極的に働きかける。 
（２） 法人化・共同化農場増頭対策事業 

 法人化または作業共同化等により酪農生産基盤強化を図る経営体に、乳用牛の導入経費または自家保留経費の補助を行い飼養頭 

数の増加を図り、県産牛乳生産量を確保する。 

（３） 福島牛改良基盤再生事業 

    福島牛の能力と品質を向上させ、風評に負けないブランド力の強化を図るため、先端技術であるゲノミック評価を活用し優秀な 

県産種雄牛の造成を目指すとともに、遺伝的多様性の向上に向け特色ある系統の繁殖雌牛導入を支援する。 

（４） 未来の畜産創生事業 

    肉用牛の生産基盤を早急に回復させるため、肉用牛一貫経営への転換等による肉用牛の生産基盤を回復させる取組等の支援を行い 

地域一体的な所得向上を目指す。 

（５） 次世代酪農家育成・乳量ＵＰチャレンジ事業（新規） 

次世代の酪農家を育成するため、県内全域の酪農後継者等が組織する団体が行う技術・経営研修の開催経費、及びモデル検定の実 

施に対し補助金を交付する。 

（６） 第１２回全国和牛能力共進会出品対策事業（新規） 

    和牛界のオリンピック的位置づけにある本共進会で優秀な成績を収めるため、県は優秀な種雄牛候補を出品するとともに他部門の 

出品へも積極的に関与し、県内関係者一丸となって、肉用牛振興及び復興に取組む。 
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別紙様式 

 

（７） 優良繁殖雌牛衛生管理向上対策事業（新規） 

県内における牛白血病の感染状況を把握し、県内繁殖農家に対して牛白血病への普及啓発を行うため、パイロット事業により実証 

データを収集し、普及啓発リーフレットの作成や研修会の開催により清浄化の取組を県内へと波及させ、優良繁殖雌牛の生産基盤の 

確保・強化を図る。 

（８） 福島牛ブランド力向上対策事業（新規） 

    先端技術であるゲノミック評価を、種雄牛の造成に加えて、繁殖農家が飼養する繁殖雌牛にも応用することで、福島県肉用牛全体 

のレベルアップを図り、「福島牛」を全国トップレベルのブランド牛へと復活させる。  

 

３ 事業実施主体   ２の（１） 県 

           ２の（２） 福島県酪農業協同組合、全国農業協同組合連合会福島県本部等 

           ２の（３） 県（委託先：公益社団法人全国和牛登録協会福島県支部）、全国農業協同組合連合会福島県本部等 

           ２の（４） 全国農業協同組合連合会福島県本部等（一貫経営に取り組む肥育農家） 

           ２の（５） 福島県酪農青年研究連盟 

           ２の（６） 全国和牛登録協会福島県支部 

           ２の（７） 県 

           ２の（８） 県 

 

４ 予 算 額   １８４，７６７千円 

 

５ 補 助 率   定額、１／２以内 

 

６ 事業実施期間   ２の（１）      平成２９年度～令和２年度 

           ２の（２）      平成３０年度～令和２年度 
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別紙様式 

           ２の（３）      平成３０年度～令和２年度 

           ２の（４）      平成３１年度～令和２年度 

           ２の（５）      令和２年度 

           ２の（６）      令和２年度 

           ２の（７）      令和２年度 

           ２の（８）      令和２年度 

 

【担当課：生産流通総室畜産課 ０２４－５２１－７３６５】  
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畜産産地再生支援事業 

県内の畜産農家戸数は東日本大震災・原子力災害の影響により減少傾向が続いており、全国と比べても減少幅が大きく、生産基盤の弱体化が進んでいる。 

畜産業は畜産物生産のみならず有機性資源の供給元として、他の農業分野の活力低下による耕作放棄地の拡大が懸念されている。 

また原子力災害に伴う避難指示が解除された区域においては、帰還促進・営農再開が課題となっており、市町村等の畜産企業参入に対する期待は高い。 

このため、新たな畜産担い手として、畜産企業の新規参入を図り、本県畜産生産基盤の強化及び被災地域の営農再開を進め、畜産産地再生を図る。 

 

県内への畜産企業の参入を進めるため、以下の取組を行う。 

事業費：合計 926 千円 

(１)畜産企業への訪問活動 

・畜産企業等への訪問等による、畜産企業のニーズ収集、本県への進出を誘導 

【予算】（旅費）336千円（需用費）82千円 

（役務費）24千円（使用料及び賃借料）42千円  計 484 千円 

(２)市町村への訪問・調査活動 

・市町村受入れニーズ調整 

・受入可能市町村への訪問と現地調査による、土地・物件の掘り起こし 

・企業参入について消極的な市町村の畜産業への理解醸成、畜産企業参入の門戸拡大 

【予算】（旅費）24千円（需要費）4千円 

（役務費）6千円（使用料及び賃借料）24千円   計 58千円 

(３)畜産企業相談会の開催、広報活動 

・個別相談会を開催、相談対応 

・畜産雑誌への広告掲載等 

【予算】（旅費）81千円（需要費）2千円 

（役務費）281千円（使用料及び賃借料）20 千円  計 384 千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（被災１２市町村） 

・旧避難指示区域の営農再開、 

新規雇用創出による住民の帰還 

・有機性資源の供給など、 

多品目農業の活性化 

再 生 加 速 化 へ ! 

◆事業内容 

（福島県全域） 

・新たな担い手の確保による、 

本県畜産生産基盤の再生 

・県内の休耕地・遊休地の農地再生 

◆目的 

◆期待される効果 

 

①企業立地相談対応件数 24件 

期間：H29年 4月 

～R1年 8月 

②市町村と企業の立地協議開始件数 

11 件 

内訳：養鶏 5件 

養豚 4件 

肉用牛 2件 

③県内への畜産企業立地件数 2 件（Ｒ元年８月末現在） 

件数 畜種 市町村 飼養規模 雇用創出見込 

１ 養鶏 田村市 100 万羽 70 名程度 

２ 養豚 柳津町 15,000 頭 10 名程度 

 

◆事業活動による実績 
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Ｒ元年度は「乳用牛の増頭」と「経営体の法人化または農作業の共同化」を条件に、「乳用初妊牛の導入」及び「自家
保留牛の生産」の双方に対し経費の補助を行い増頭を進めている。現状は、全国的に各農場が規模拡大に取組むトレンド
であり、初妊牛導入を進めているため導入経費は大きく下がる傾向はなく、また、自家保留牛育成の一時期を担う北海道
預託も受入れ制限があり、自己経営内での育成牛飼養管理が経営を圧迫することから、Ｒ２年度はＲ元年度に引き続き、
２７５事業及びホルトク事業の双方に取組み、酪農生産基盤の強化に努めるものとする。

≪背景≫
◆後継牛不足

・これまで自家保留の割合
は産子の３割であった

・雌牛価格は高騰したまま

≪課題≫
◆被災地域での営農再開酪

農家は牛の導入が必要
◆自家保留牛生産への新た

な投資が必要

法人化・共同化農場増頭対策事業
Ｒ２：事業費68,200千円

◇５年後（R4）の事業効果
・生乳生産量の向上

2万1千ﾄﾝ 、21億円売上 
・乳牛群改良効果

9千ﾄﾝ 、9億円売上 

◇乳飲料等による復興PR

◇乳製品の需要増に対応

背景と課題 期待する効果

法人化・作業共同化等
に取り組む酪農経営体

県内乳用牛の増頭を図る、
足腰の強い経営体を育成

事業内容

ともに事業実施前後で
飼養頭数が110%以上

①優良な雌牛の導入経費（275事業） @275千円補助×150頭

②自家保留牛の育成経費（ﾎﾙﾄｸ
※

事業）@ 68.75千円補助×392頭

※ホルトク･･･ホルスタインの犢（子牛）
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≪背景≫
～肉用牛改良～

・震災後、肉用牛改良が
休止

～生産基盤～
・生産戸数・頭数の激減

≪課題≫
・肉用牛改良の遅れ

・子牛価格の高騰による
肥育農家へのダメージや
繁殖雌牛の更新停滞

【肉用牛】ふくしまの畜産復興対策事業

震災と原発事故で休止していた肉用牛改良を再開し、ブランド回復・風評払拭を図るとともに、一貫経営の推進による生産
体制の改革により、減少した生産基盤の回復を図る

背景と課題

○福島牛改良基盤再生事業～肉用牛改良～

[先端技術]ゲノミック評価
〔遺伝子型による能力評価〕

能力検定の推進
〔県内の農場〕

高能力種雄牛誕生
〔供給開始〕

～肉用牛改良～
・高能力種雄牛の早期造成
・福島牛の能力・品質向上

～生産基盤～
・新たな繁殖基盤の担い手
・生産基盤の強化と安定供給
・肥育農家の経営安定

風評払拭
＆

ブランド力向上

期待する効果事業内容

Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ （Ｈ３３） （Ｈ３４）

福島牛改良基盤
再生事業

種雄牛候補生産 候補牛育成
調査牛生産

調査牛育成 能力検定 能力検定
種雄牛選抜

未来の畜産創生事業 【肥育 一貫経営】
繁殖雌牛の導入

【肥育 一貫経営】
繁殖雌牛の導入
子牛の増加

【一貫経営の増加】
繁殖雌牛の増加
子牛の増加

【一貫経営の増加】
繁殖雌牛の増加
子牛の増加

令和2年度事業
事業費：50,778千円

○未来の畜産創生事業～生産基盤～
【肥育農家】

【一貫経営農家】

繁殖雌牛の導入費用
１／２（上限400千円）助成

相場に左右されずに素牛自給

遺伝的多様性のある高能力な繁殖雌牛（種雄牛の母牛）の導入
 県の改良事業に活用（600千円助成）
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（新）次世代酪農家育成・乳量ＵＰチャレンジ事業

１ 背景・目的
◆県内酪農家数は震災前の６０%に減少。１戸当たりの飼養頭数は増加傾向にあるが全国平均（８８頭/戸）に遠く及ばない（図１）。
◆また、１頭当たりの年間乳量は全国平均に比べ５００kg以上の差となっており、生産上得られたデータを経営に反映させる牛群検

定の低加入率が一因（図２）。
◆結果、全国平均より売上が平均２６５万円少なく、経営成長への投資が行えていない（図３）。
◇次代を担う酪農後継者に対し、規模拡大を誘導する「経営研修」と生産上得られるデータを経営に活かす「モデル検定」を行うこ

とで、着実な経営能力向上と今後の酪農発展の必要条件となるＧＡＰ取得の足掛かりを整え、酪農経営の規模拡大の成長スピード
の加速化を促す（表）。

２ 事業費 １,750千円（研修会開催経費@250千円×２回、@400千円×2回、モデル検定@75千円×6名）

（補助金・定額）

図１ 酪農家数および規模の推移
図２ １頭当たり年間乳量と

牛群検定加入率

表 事業内容

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

300

350
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450

500

550

600

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

酪農家戸数 1戸当り飼養頭数

（戸） （頭）（戸） （頭）

全国88.8頭/ 戸
東北44.5頭/戸

福島県35.0頭/戸

7500

8000

8500

9000

2005 2010 2015 2020

乳量（ｋｇ）

年

全国平均

福島県平均

※乳量差５００ｋｇ

福島県 全国

牛群検定加入率（％） ２６．１ ５３．５

※この差を研修効果で縮める

経営規模 牛の能力 売上

福島県 35頭 約8,100kg

全国 88頭 約8,600kg

差 -53頭 -500kg -265万円

（乳価100円/㎏
として）

図３ 全国との差

事業期間：

補助対象：

小事業名： 経営研修事業 モデル検定事業

事業内容：
○法人化誘導
○ＧＡＰ取得　等
年間２回開催

○牛群検定費用1/2補助
　（モデル検定の実施）
○モデル検定の結果を使い
　 牛群検定研修会開催
   年間２回開催

【インプット型】 【アウトプット型】

期待する効果：
◎規模拡大行動
　 の亢進

◎自己経営の向上
◎研修参加者への波及
⇒生産データ活用実践
　　⇒牛の乳量増加

補助額：
○研修会開催経費
　＠２５０千円×２回

○モデル検定
　＠７５千円×６名※
○研修会開催経費
　＠４００千円×２回

令和２年度

福島県酪農青年研究連盟

※６方部×各１経営体
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【肉用牛】ふくしまの畜産復興対策事業（全共出品対策）

和牛界のオリンピック的位置づけにある第12回全国和牛能力共進会で優秀な成績を収めるため、県は優秀な種雄牛候補
を出品するとともに他部門の出品へも積極的に関与し、県内関係者一丸となって、肉用牛振興及び復興に取組む。

令和2年度事業
事業費：5,500千円

○全共対象種雄牛交配支援事業

≪背景≫
～全国和牛能力共進会～
5年に1度の開催

＝「和牛のオリンピック」

○出品牛が風評に関係なく正当
に能力評価
○上位入賞によるＰＲ効果は絶大

≪課題≫

・風評により枝肉の価格差が未
だに1割程度ある

背景と課題

○「勝忠安福」や「福島牛」の市
場評価が高まり、風評払拭、ブ
ランド力が復活。

本県肉用牛が全国から注目さ
れ高値取引となり、農家所得や
生産意欲が向上。

○出品者が地域担い手の中心、
出品牛が地域肉用牛改良の中
心となる。

これらが地域の生産基盤の牽
引役として、本県の畜産活性化
の起爆剤となる。

風評払拭
＆

ブランド力向上

期待する効果事業内容

○高能力牛群整備事業

受精卵生産 １００千円

全共出品条件を満たす雌牛
に「勝忠安福」を交配した農
家に対し交配協力金を交付

交配協力金 10千円
第2区：１００頭
第3区：１００頭
第6区：１５０頭

農家の保有する高能力な雌
牛や地域で受け継がれてき
た遺伝資源を残し、各地に
拡大するために高能力雌牛
からの受精卵生産を支援す
る。 受精卵生産

高能力雌牛の増
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福島牛ブランド力向上対策事業
福島牛を全国トップレベルのブランド牛へ復活させるため、脂肪交雑などの経済形質に優れた種雄牛造成に加え、「おいしさ」に優れ

た牛肉の生産技術や「おいしさ」の指標となる成分のゲノミック評価技術を確立し、牛肉生産技術に活用することで、福島牛の更なるブ
ランド力強化を図る。

背 景

従来の「霜降り」に、赤身肉の「うまみ」「おいしさ」を加える
～ブランド牛である福島牛のグレードアップ！～

事 業 の 内 容 目 指 す 姿

銘柄
『福島牛』

「おいしさ」に
優れた牛肉

福島牛を全国トップレベルのブランド牛へ！

ゲノミック評価を活用し、脂肪交雑に
優れた種雄牛の造成を図ってきた

平成30年度から・・・

しかし！

福島県では種雄牛造成に
関する牛のみ評価実施

●従来の霜降り肉●
脂肪交雑重視高級和牛肉

ゲノミック評価高度化事業
県内繁殖雌牛のゲノミック選抜に活用することにより、

牛群全体のレベルアップを図る。

＋ 牛肉本来のおいしさを
求める消費者の志向

＋ ＝

「霜降り」と
「おいしさ」の
バランスに

優れた牛肉の
生産

純粋な霜降り肉ではなく、「霜降り」と「おいしさ」のバランス
に優れた牛肉に対する嗜好が高まり、注目されている！

県内牛群全体のレベル
アップを図るため、種雄
牛だけでなく、繁殖雌牛
のレベルアップも必要！

全国トップの種雄牛誕生
＋

繁殖雌牛の能力アップ

県内牛群全体の
レベルアップ！

♂

♀

県民への良質な

牛肉の安定供給
が可能となる！

ブランド牛を
抱えた福島県の
『プライド』復活！

オレイン酸等の脂肪酸
組成に係る既存知見

福島大学
食農学類との連携＋

活用

●ゲノミック評価技術の活用●

味覚や牛肉のうまみに影響を及ぼす要因を分析し、

「霜降り」と「おいしさ」に優れた牛肉を探し出すことを目
指すとともに、ゲノミック評価にも活用することで、より
一層のブランド力強化を図る。

分析

今後の展望

＋

15

（空白）
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自給飼料生産復活推進事業（一部新規） 

１ 趣    旨 

収穫機械等による高品質発酵粗飼料の安定生産及び効果的な供給体制の確立に向けた各飼料生産組織等への取組を支援する。 

また、放牧地の利用再開を支援し、飼養管理労力の軽減を図る。 

 

２ 事 業 内 容 

（１） 粗飼料生産・放牧拡大推進事業 

  ア 地域自給飼料品質向上支援 

    県奨励品種の導入、生産履歴管理対策（ラベルプリンター）、品質保持・向上対策（乳酸菌添加剤等）、土壌成分分析、飼料成分 

分析への経費助成。 

イ 放牧再開支援 

  国・県等の試験研究成果を参考として、除染済み水田や放牧地を利用した安全な放牧再開の増加を支援。 

（ア）水田放牧メニュー：水田放牧に向けた放牧場の整備（畜種に応じた草種（県奨励品種）選定、電気柵等）の導入支援。 

（イ）一般放牧メニュー：放牧再開に向けた放牧場の整備（畜種に応じた草種（県奨励品種）選定、電気柵等）の導入支援。 

 

３ 事業実施主体   畜産農家等で構成する飼料生産組織、市町村、農業協同組合 等 

 

４ 予 算 額   ５，６２２千円 

 

５ 補 助 率   定額 

 

６ 事業実施期間   平成３０年度～令和３年度 

 

【担当課：生産流通総室畜産課 ０２４－５２１－７３６４】  
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粗飼料生産・放牧拡大推進事業

飼料生産基盤の回復及び新技術の普及を目指し、畜産農家や飼料
生産組織等が実施する自給飼料の高品質化・品質安定化に向けた取組
を中通り、浜通りを中心に定着
①高品質粗飼料拡大対策

・内 容：県奨励品種の導入、
生産履歴管理対策（ラベルプリンター）、
品質保持・向上対策（乳酸菌添加剤等）、
土壌成分分析、飼料作物成分分析

・補助率：１／２以内（ただし上限412千円/事業実施主体以内）
・所要額：3,708千円（412千円×9事業実施主体）

飼料生産の高度化、放牧再開の取組増加等により
県内自給飼料生産面積及び飼料自給率の目標達成へ

本県の飼料生産基盤は、原子力災害の影響を大きく受け、さらには担い手の高齢化と減少により、避難地域では壊滅的な被害を受けるとともに、避難地域以外でも
放射性物質の飛散に伴う飼料生産の不安から作付面積は減少している。そのなか、除染の進展に合わせて飼料生産組織等への支援を強化した結果、生産者団体で
のＴＭＲ生産供給体制の整備や大規模酪農家でのＴＭＲ調製機械導入が進められ、酪農家を主に一定程度定着した。あわせて、牛の飼料給与に欠かせない発酵粗飼
料の収穫調製等を行う飼料生産組織が６０組織誕生するなど県内飼料生産基盤が出来つつある。

しかし、除染に伴い地力にバラツキが見られるとともに、生産面積増加による大規模作業体系を推進する中で、生産飼料の安定した高品質化が課題となっている。

また、酪農経営における乳量・乳質向上を図る上で、デントコーンサイレージ等の発酵粗飼料は飼料給与技術のベースとなるものであり、高品質な発酵粗飼料生産・
供給が求められている。

そこで、各種事業で導入した収穫機械等による高品質発酵粗飼料の安定生産と、効果的な供給体制を確立するため、飼料生産組織等の取組を支援する

低コスト生産の一手法として定着していた放牧は、震災前に個別農家で２，０５４頭、８２６ｈａが放牧され、低コスト畜産の一手法として定着していたが、震災後、県内
公共牧場は１５牧場のうち７牧場で再開している反面、放射性物質の不安から個別農家では平成３０年度末現在３７１頭、８７ｈａと震災前の２割しか再開できていない。

一方、国・県の試験研究機関では震災後でも安全に放牧再開できる試験研究が進み、参考となる実証例も挙げられていることから、震災前後の国・県における試験
研究機関等での放牧実証事例を参考に、個別農家の放牧利用再開を継続的に支援し、畜産経営の中での飼養管理に係る労力の軽減と飼育方法の定着拡大を図る。

1 地域自給飼料品質向上支援

国・県等試験研究成果を参考として、除染済みの水田や放牧地を利用し
た安全な放牧再開の増加を支援
①水田放牧メニュー

・補助率：定額（ただし上限954千円/事業実施主体以内）
内容：放牧に向けた整備（牧草の品種選定、電気柵等）

・所要額：954千円（954千円×1事業実施主体）
②一般放牧メニュー

・補助率：定額（ただし上限480千円/事業実施主体以内）
内容：放牧に向けた整備（牧草の品種選定、電気柵等）

・所要額：960千円（480千円×2事業実施主体）

２ 放牧再開支援

放牧頭数
増加へ

総事業費 11,244千円（R2～3）
R2事業費 5,622千円
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農林水産分野イノベーション・プロジェクト推進事業（継続） 

 

１ 趣    旨  

浜通り地域等の農林水産業の復興再生を図るため、先進的な農林水産業を全国に先駆けて実践するのに必要な、ＩＣＴやロボット技術 

などの開発・実証を進めるとともに、先端技術や新たな情報を発信するセミナー等を開催する。 

 

２ 事 業 内 容 

（１） 除染後農地の地力の見える化事業 

表土削り取り除染後の土壌の物理化学性、放射性物質濃度の「見える化」技術を活用した地力ムラ改善技術の開発を目指した実証

研究を行う。 

（２） 高解像度衛星による水稲管理技術開発事業 

営農再開地域の水稲栽培において、衛星画像を活用した、生育、食味及び病害虫発生状況等の判断技術を開発する。 

（３） 野菜収穫ロボット開発実証事業 

ブロッコリーの花蕾の大きさを自動で選別して収穫できる機械の開発・実証を行う。 

（４） ＩＣＴ活用による和牛肥育管理技術開発事業 

適切な時期・状態での早期出荷等を図るため、と畜され枝肉となった際の肉質を生体から推定する技術を開発する。 

（５） 先端農林水産業技術普及啓発事業 

ＩＣＴやロボット技術等作業の省力化を図りながら、規模拡大を実現できる、農林水産業の各種先端技術を紹介するとともに、実

際に見て触れる体験型の展示会を開催する。 

 

３ 事業実施主体 

２の（１）、（２）、（４） 県、大学、民間企業等によるコンソーシアム 

２の（３） 県、民間企業によるコンソーシアム 

２の（５） 県 
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４ 予 算 額   １２６，５８９千円 

 

５ 補 助 率   ２の（１）、（２）、（３）、（４）… 定額 

２の（５）… － 

 

６ 事業実施期間   平成２８年度～令和２年度                                         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当課：農林水産総室農林企画課 ０２４－５２１－８０２７  

農業支援総室農業振興課 ０２４－５２１－７３３６  
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先端技術等の導⼊による新しい農業の推進

重点推進計画における「農林⽔産分野」

○⽔稲の超省⼒・⼤規模⽣産の推進
○新たな⼟地利用型農業モデル構築
○環境制御型施設園芸モデルの構築
○「⾒せる農業」としての花きの振興
○⼤規模繁殖農場共同経営モデルの構築

県産材の新たな需要創出

⽔産研究の拠点整備による新たな⽔産業の確⽴

浜地域農業再生研究センター等における研究開発

農林⽔産分野における技術開発・実用化の推進

農林⽔産業の再開支援

⺠間企業等の参⼊促進

県産材の需要創出と生産基盤の整備

新たな⽔産業を実現するための技術開発

農林⽔産分野における技術開発・実用化の推進

先端技術情報等の発信等による技術の普及

【平成30年4⽉認定】

農林⽔産業の成⻑産業化の推進

拠点の整備及び研究開発の推進に関する取組

研
究
開
発
実
証

農林⽔産分野イノベーション・プロジェクト推進事業

除染後農地の地力の見える化事業

高解像度衛星による
水稲管理技術開発事業

ＩＣＴ活用による和牛肥育
管理技術開発事業

先端農林水産業技術普及啓発事業野菜収穫ロボット開発実証事業

ロボットトラクタ・除草ロボット 管理システム 苗木ロボット 水田除草ロボ アシストスーツ

 Ｈ３０まで事業完了

開発技術の導⼊促進

他の先端技術の
導⼊促進

・ 被災地域農業復興総合支援事業（施設の整備等）
・ アグリイノベーション活用型営農モデル推進事業

（先端技術を駆使した営農モデルの実証）
・ 原子力被災12市町村農業者支援事業（個人農家への支援）

各種事業を活⽤し、技術の普及・導⼊を図り、農林⽔産業の成⻑産業化

農林水産分野イノベーション・プロジェクト推進事業
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別紙様式 

福島県営農再開支援事業（継続） 

 

１ 趣    旨  

  原発事故により、農作物等の生産断念を余儀なくされた避難区域等においては、営農再開に向けた環境が整っていないことから、農

業者が帰還して、安心して営農再開できることを目的として行う一連の取組を支援する。 

 

２ 事 業 内 容 

（１） 除染後農地等の保全管理 

原則、除染作業が完了した農地のうち、将来、営農が再開される見込みのある農地であって、営農が再開されるまでの間、当該

農地における除草等の保全管理、地力増進作物の作付や肥料・土壌改良資材の施用等の土づくり、営農再開に必要不可欠な農道及

び用水路等の除草、清掃及び補修の取組を支援する。 

     

（２） 鳥獣被害防止緊急対策 

避難地域等の営農再開に向けて阻害要因となる野生鳥獣対策のため、被害防止活動の実施や被害防止施設の整備などの取組を支

援する。 

 

（３） 放れ畜対策 

東京電力株式会社福島第一原子力発電所から半径２０km圏内で放れ畜となった牛等について、営農再開や帰還の支障となってい

るものの捕獲に向けた柵等の整備、捕獲、マーキング等の作業等を実施する。 

 

（４） 営農再開に向けた作付・飼養実証 

ア 稲の実証栽培 

平成３０年産稲の作付再開準備区域等において、区域内に農地を有する農家等が帰還後に安心して水稲栽培を再開できる技

術体系を実証する取組を支援する。 
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イ 野菜等の出荷等制限解除 

避難指示解除準備区域等において、ホウレンソウ等の非結球性葉菜類、キャベツ等の結球性葉菜類、ブロッコリー等のアブ

ラナ科花蕾類、カブ等の出荷制限等の解除に向けた実証栽培を行う。 

ウ 野菜、花き及び飼料作物の実証栽培 

避難指示解除準備区域等において、野菜、花き及び飼料作物の営農再開に向け、収量・品質を確保する栽培管理等の手法を

実施するための取組を支援する。 

    エ 家畜の飼養実証 

      地域畜産の営農再開に向けて、安全な畜産物が生産出来ることを確認するための乳牛及び肉用牛の飼養実証に必要な経費を

支援する。 

オ 実証研究 

避難区域等において、農業者の営農再開に対する不安を払拭することで地域の営農再開等を進めるため、県が地域の協力の

もと、営農再開を希望する現地ほ場において、既存研究成果等を活用した実証栽培を行う。 

 

（５） 避難からすぐ帰還しない農家の農地を管理耕作する者への支援 

避難指示の解除や除染の終了等により営農再開が可能となった農地のうち、避難からすぐに帰還しない農家の農地等を作業受託

組織等が一時的に水稲、大豆、飼料作物などを栽培して管理耕作する場合に必要な農業機械の導入等を支援する。 

     

（６） 放射性物質の交差汚染防止対策 

放射性物質が付着した籾すり機等を使用することにより、農産物が放射性物質に汚染されること防止するため、交差汚染防止対

策の実施・指導に係る取組や籾すり機等のとも洗いに係る経費を支援する。 

 

（７） 新たな農業への転換支援 

土地利用型作物における大規模で効率的な生産体制構築のための大区画化・組織的経営による営農再開の取組や園芸作物におけ

る新たな栽培方法・品目への転換による営農再開の取組を支援する。 
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（８） 水稲の作付再開支援 

除染が終了した水田のうち、次年度に作付が再開される見込みの水田について、水稲の作付再開に必要な耕盤再形成や均平化の

ための代かき、獣害により損傷を受けた畦畔の修復に係る取組を支援する。 

 

（９） 除染後農地の地力回復支援 

    ア 堆肥・酸度矯正資材の施用による地力回復 

      除染特別地域で表土剥ぎによる除染を実施したほ場におけるたい肥等の調達経費・散布経費等を支援する。 

    イ 大型機械による深耕 

 除染特別地域で表土剥ぎによる除染を実施したほ場における大型機械による深耕を行うための経費を支援する。 

 

（10） 地域営農再開ビジョン策定支援 

    避難指示区域等の営農再開に向けて、農業者の意向把握、担い手の再編、農地の集積など地域営農の展望（ビジョン）を総合的

に検討するための取組を支援する。 

 

（11） 先端技術等を活用した大規模な営農再開拠点構築に向けた支援 

    ア 大規模な営農再開拠点の構築 

農業生産法人等が、市町村、農業協同組合、機械メーカー及び流通事業者等と連携し、大規模な営農営農再開拠点を構築す

るための先端技術の実装、新規作物の導入、管理耕作等の取組を支援する。 

    イ 大規模な営農再開拠点の構築体制の推進 

      アの成果の普及・啓発活動を実施する。 

 

（12） 放射性物質の吸収抑制対策 

土壌等に蓄積した放射性物質の農作物への移行の低減を図るため、カリ質肥料等の施用、低吸収品目・品種等への転換、果樹等

の改植・剪定、反転耕・深耕の対策を支援する。 
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（13） 放射性物質の吸収抑制対策の効果的な実施体制の整備 

放射性物質の吸収抑制対策等を効果的に実施するため、土壌・農産物等の分析、カリ散布状況等を記載した台帳の整備や現地調

査の実施などの取組を支援する。 

 

（14） 特認事業 

原子力発電所事故によって中止を余儀なくされた農産物生産の再開及び出荷制限等の解除への取組を阻害する課題に迅速に対応

するための取組を支援する。 

ア 営農再開に向けた復興組合支援 

復興組合等が営農再開に向けた農地の保全管理等の事業に取り組む際に必要となる経費を支援する。 

イ 稲作生産環境再生対策 

作付中止期間に獣害により損傷した畦畔等の修復や追加的に必要となった雑草等の防除のほか、避難区域等以外の地域にお

ける交差汚染を防止するための籾すり機等のとも洗いなどの取組を支援する。 

ウ 農業者の安全管理支援 

農業者が安心して営農できるよう、放射線に関する健康講座を開催し、農業者の安全管理を支援する。 

エ 斑点米対策 

カメムシ類による斑点米の被害に対応するため、色彩選別機のリース経費を支援する。 

オ 作付再開水田の漏水対策 

長期間にわたって水稲の作付を休止した水田における作付再開を円滑に推進するため、通常の営農活動に追加して行う漏水

対策を支援する。 

カ 「たらのめ」生産再開支援 

避難地域等において管理を再開した「たらのき」園地における追加的防除及び改植を支援する。 

キ 作付再開に伴う水稲苗の供給支援 

      米全量生産出荷管理等の対象区域において、水稲苗の育苗を他市町村で行う場合、生産した苗の区域内への輸送に必要な掛

かり増し経費を支援する。 

ク 避難指示解除区域における飼料生産供給対策 
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      避難指示解除区域で除染後農地を活用した飼料作物の作付と、生産された飼料の県内流通に必要な供給体制の整備、飼料分

析等を支援する。 

ケ 除染後牧草の品質・生産性回復対策 

      原発事故後に除染と吸収抑制対策（カリ質肥料の散布）を実施した牧草地を対象として、土壌分析結果に基づく苦土石灰の

施用を支援する。 

コ 有害鳥獣生息状況調査に基づく被害防止対策パッケージ実施支援 

県が市町村と連携し、イノシシ、ニホンザル等の生息状況等の把握などにより、対象地域内の状況を踏まえた総合的な対策を

講じる体制整備を支援する。 

    サ 集落単位等で農地を作付管理する地域への支援 

      集落ぐるみでの地域営農の再構築を図るため、実践モデルほ場の設置や農業用機械のリース導入、農地の作付管理等を支援

する。 

    シ 避難区域等における農業者等の確保支援 

      避難区域等における新規就農や企業参入等の実現可能性を把握し、地域営農再開ビジョン等へ反映していくため、活用可能

な支援策等の調査、就農・参入モデルの策定、就農・参入上の課題・要望調査、地域の受け入れ体制の調査、各種調査結果や

情報等のプラットフォームの構築の取組を支援する。 

    ス 担い手への農地集積に向けた準備への支援 

      地域営農再開ビジョン等により担い手への農地集積が見込まれる農地について、当該農地における除草等の荒廃防止、地力

増進作物の作付や肥料・土壌改良資材の施用等の土づくり、営農再開に必要不可欠な農道及び用水路等の除草、清掃及び補修

の取組を支援する。 

    セ 作付再開水田の均平化支援 

      新たに水稲等の作付を再開する農地又は再開して間もない農地において、大型機械による乾土均平の取組を支援する。 

 

３ 事業実施主体   （１）、（５）、（６）、（７）、（８）、（９）、（12）、（14）のセ 市町村、農業協同組合、農業者団体等 

（２）  市町村、協議会等 

（３）  県 
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（４）のイ、オ  県 

（４）のア、ウ、エ  市町村、農業協同組合、農業者団体等 

（10）  市町村、農業協同組合、協議会等 

           （11）のア  農業法人、農業協同組合等 

           （11）のイ 県 

（13）  県、市町村、農業協同組合等 

（14）のア、エ、ク  農業協同組合、農業者団体等 

（14）のイ、オ、カ、ケ、シ、ス  市町村､農業協同組合､農業者団体等 

（14）のウ、コ  県 

（14）のキ  市町村、農業協同組合等 

（14）のサ  農業者団体等 

 

４ 予 算 額   ４，９９６，９１１千円 

 

５ 補 助 率   定額、１／２以内等 

 

６ 事業実施期間   平成２４年度～令和２年度                                         

【担当課：農業支援総室農業振興課 ０２４－５２１－７３４４】  
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福島県営農再開支援事業の活用イメージ

農
地
管
理

再
開
支
援

鳥
獣
害
対
策

●除染後農地等の保全管理（除草・地力増進作物の作付等）

令 和 ２ 年 １ 月
福島県農業振興課

●営農再開に向けた作付・飼養実証
・米・野菜・花き・飼料作物等の作付実証、乳牛・肉用牛の飼養実証 等
・県による展示ほの設置、現地検討会 等

●避難からすぐ帰還しない農家の農地を管理耕作する者への支援
・避難農業者に代わり耕作するための管理費 ・農業機械のリース・レンタル

●放射性物質の交差汚染防止対策（籾すり機等の「とも洗い」、玄米等処分経費）

●新たな農業への転換
・農業用機械・施設のリース ・土地利用型作物の大区画化整地費用
・園芸作物で新たに必要となる生産資機材

●水稲の作付再開支援
・通常営農に追加して実施する耕盤再形成のための代かき
・獣害により損傷を受けた畦畔の修復 等

●除染後農地の地力回復対策（堆肥等の調達・運搬・散布、土壌分析経費等、深耕に要する大型機械レンタル・雇用労賃等）

●地域営農再開ビジョンの策定支援（農業者の意向調査、ビジョン策定に向けた検討会 等）

●先端技術等を活用した大規模な営農再開拠点構築に向けた支援
・地域の営農の核となる新たな経営対等による先端技術の実装 等

●放射性物質の吸収抑制対策
・吸収抑制資材の施用 ・低吸収品目・品種等への転換 等

●放射性物質の吸収抑制対策の効果的な実施体制の整備
・農産物等の分析、訪問指導等に係る経費 等

◎営農再開に向けた復興組合支援（保全管理等に取り組む復興組合の運営事務経費）

◎稲作生産環境再生対策（作付再開等水田における畦畔修復）
◎稲作生産環境再生対策（再掲）
・作付再開水田における追加して行う雑草、病害虫防除費

◎農業者の安全管理支援（農業者を対象とした健康講座）

◎斑点米対策（色彩選別機のリース費用）

◎作付再開水田の漏水対策（通常の営農に追加して実施する漏水対策経費）

◎「たらのめ」生産再開支援（追加防除経費 等）

◎水稲苗の供給支援（他市町村からの苗の輸送費）

◎飼料生産供給対策（広域流通のための体制整備費、飼料分析経費）

◎除染後牧草の品質・生産性回復対策（石灰資材の購入経費）

◎被害防止対策パッケージ実施体制整備支援
・イノシシ、ニホンザル等の生息状況調査、総合的な対策の立案

◎集落等単位で農地を作付管理する地域への支援
・座談会、実践モデル圃場の設置、検討会等 ・農業機械のリース・レンタル
・農地の作付管理費

◎避難地域等における農業者等の確保支援（就農・参入に係る調査・検討の経費等）

◎担い手への農地集積に向けたの準備への支援
・営農再開ビジョン等による担い手への農地集積へ向けた準備としての
除草・地力増進作物の作付等

◎（新）作付再開水田の均平化支援（大型機械による乾土均平）

●鳥獣害被害防止緊急対策
・被害防止活動（箱わなの設置等）
・被害防止施設（電気柵・金網柵等）の整備
・緩衝帯の設置 等

基本事業： ● 特認事業： ◎
※実施時期は図のパターンと必ずしも一致しない。

営農再開に向けた条件整備 営農再開
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原子力被災１２市町村農業者支援事業（継続） 
 

１ 趣    旨  

  原子力被災１２市町村（田村市、南相馬市、川俣町、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村及び飯舘

村）において、営農再開等を行う場合に必要な農業用機械、施設等の導入を支援する。 

 

２ 事 業 内 容 

（１） 原子力被災１２市町村において、事業実施主体が営農再開等を行う場合、以下の取組に必要な経費について助成する。 

     ア 農業用機械等の導入 

        農作物の生産、流通、販売に必要な機械の導入に要する経費 

     イ 農業用施設整備・撤去 

        農作物の生産に必要な施設の整備・撤去に要する経費 

     ウ 果樹の新植・改植、花き等の種苗等の導入 

      

     

３ 事業実施主体   被災１２市町村において、営農再開や規模拡大、新規作物の導入等を行う農業者等 

（農業者、集落営農組織、農業法人等） 

  

４ 予 算 額   １，８３６，５９９千円 

 

５ 補 助 率   ３／４以内 上限１，０００万円×３／４ 

           （市町村が特に認める場合は、３，０００万円×３／４） 

 

６ 事業実施期間   平成２８年度～令和２年度                                         

【担当課：農業支援総室農業振興課 ０２４－５２１－７３４４】  
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原子力被災１２市町村農業者支援事業

原子力発電所事故の被災１２市町村において、農業の再生を進めるた
め、帰還して営農を再開する場合に必要な初期経費を支援する。

基金を造成し、被災１２市町村における営農再開に必要な機械・施設の
導入等を支援

支援内容

農業用機械の導入 施設の導入

営農を再開する農業者を対象に、
機械・施設の導入等の

初期経費に対して、補助率３/４の補助

【支援対象】

○ 帰還する農業者の初期投資を大幅に軽減
○ 農業者の自立を促進することにより、地域全体

の復興を加速化

国

福島県

帰還する農業者等

基金造成

69.5億円
+9.71億円

初期経費支援
(H28～R4)

令和２年度当初予算

1,836,599千円

(H28)+(R2)
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別紙様式 

放射性物質除去・低減技術開発事業（継続） 

 

１ 趣    旨  

安全・安心な農林水産物の生産に向けて、放射性物質の除去・低減等の技術開発を行う。 

 

２ 事 業 内 容 

（１） 農業における放射性物質の分布状況把握と除去・低減技術の確立（７１，６０４千円） 

放射性物質の分布状況及び動態を明らかにするとともに、地域の課題に応じた農産物からの放射性物質の除去・低減技術、土壌

改良資材等を用いた放射性物質の吸収抑制技術を開発する。 

 

（２） 放射性物質が森林・林産物に与える影響の解明と対策技術の確立（４０，７１４千円） 

森林内における放射性物質の動態を明らかにするとともに、林産物及び特用林産物への影響の把握と汚染低減技術を開発する。 

 

（３） 放射性物質が海面及び内水面漁業に与える影響把握（８５，９３７千円） 

海洋生物及び内水面魚類における放射性物質の移行、蓄積部位や蓄積・排出の過程を解明する。また、加工処理による低減技術

の開発、海底土壌中の放射性物質の動態調査に取り組む。 

 

３ 事業実施主体   県 

 

４ 予 算 額   １９８，２５５千円 

 

５ 事業実施期間   平成２４年度～令和２年度                                         

【担当課：農業支援総室農業振興課 ０２４－５２１－７３３９】  
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〈これまでの成果〉
・農地・果樹の除染技術

の開発

・カリ肥料による吸収
抑制対策技術の確⽴

・⼟壌や農作物中の
放射性セシウム濃度
の経時的変化の把握

など

放射性物質除去・低減技術開発事業（H24～R2） 【Ｒ２予算 １９８，２５５千円】

安全・安⼼な農林⽔産物の⽣産に向けて、東京電⼒(株)福島第⼀原⼦⼒発電所事故により放出された放射性物
質の除去・低減等の技術を開発する。

農業（農業総合センター） 【71,604千円】

令 和 ２ 年 ２ 月
農 業 振 興 課

森林・林業（林業研究センター）【40,714千円】

海面(⽔産海洋研究ｾﾝﾀー ・⽔産資源研究所)【58,347千円】

内⽔面（内⽔面⽔産試験場） 【27,590千円】

〈R2の研究内容〉
○営農再開地域における農作物

栽培のリスク評価

○除染後農地の地⼒回復技術の
確⽴

○カリ肥料施⽤量の最適化

○県内農地土壌の交換性カリ
含量の実態解明

など

〈これまでの成果〉
・樹木や山菜の初期汚染

実態の把握
・コナラ萌芽枝やスギ

材部の放射性セシウム
濃度推移の把握

・森林内の空間線量率
低減⼿法の検討

・スギ樹皮の放射性セシ
ウム濃度簡易推定技術
の開発 など

〈R2の研究内容〉
○コナラへの放射性セシウム

移⾏抑制⼿法の検討
○山菜への放射性セシウム

移⾏抑制⼿法の検討
○きのこ露地栽培における

放射性物質汚染対策技術の
確⽴

○森林内放射性セシウム分布の
モニタリング

など

〈これまでの成果〉
・ヒラメ等の放射性物質

濃度の推移、低減状況
の把握

・松川浦の底質、魚介類
に含まれる放射性物質
濃度の低下傾向の把握

・アオノリ加工工程での
放射性セシウム低減
対策の確⽴

・海底⼟壌中放射性セシ
ウム分布状況把握 など

〈R2の研究内容〉
○ヒラメ等の放射性物質蓄積

メカニズムの解明

○松川浦における放射性物質の
影響低減⼿法の開発

○コウナゴ、シラス等の加工
工程おける放射性セシウムの
効率的低減技術の開発

〇海底土壌中の放射性セシウム
濃度推移予測⼿法の開発など

〈これまでの成果〉
・河川・湖沼に⽣息する

魚類等の放射性物質濃
度の推移、低下傾向の
把握

・アユ、ヤマメ、ウグイ
等の放射性物質蓄積過
程や濃度低下の特徴の
把握

など

〈R2の研究内容〉
○河川・湖沼の魚類及び環境中

の放射性物質モニタリング

○居住制限区域等の河川・湖沼
における放射性物質濃度の
低下特性の把握

○ウグイの放射性セシウムの
蓄積・排出過程の解明

など
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別紙様式 

被災地域農業復興総合支援事業（継続） 

 

１ 趣    旨  

  原子力災害により被災した地域において、農業の復興のため、様々な農業用施設等を一体的に整備する必要がある。 

このため、市町村が実施する農業用施設の整備及び農業用機械の導入を総合的に支援し、地域の意欲ある多様な経営体の育成・確保

及び早期の営農再開を図る。 

 

２ 事 業 内 容 

（１） 被災市町村が被災農業者等への貸与を目的に、農業用施設・機械を整備する経費について補助する。 

    ア 交付対象 

・生産、加工、流通、販売に必要なハウス、水耕栽培施設、育苗施設、乾燥調製貯蔵施設、処理加工施設、集出荷施設等の

農業用施設 

・トラクター、田植機、コンバイン等の農業用機械 

※農業用機械施設補助の整理合理化通知は適応されない。 

     

３ 事業実施主体   原子力災害により被災した市町村（１２市町村） 

 

４ 予 算 額   １４，５７１，８０７千円 

 

５ 補 助 率   ３／４以内（別途、特別交付税措置予定） 

 

６ 事業実施期間   平成２５年度～令和２年度                                         

【担当課：農業支援総室農業振興課 ０２４－５２１－７３４４】  
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別紙様式 

企業農業参入サポート強化事業（復興）(継続) 

 

１ 趣    旨 

浜通り地域等における企業等の農業参入を支援し、本県農業の復興及び多様な担い手の確保に資する。 

 

２ 事 業 内 容 

被災地再生農業参入支援事業 

営農再開に向けた取組を行っている浜通り地域等において、担い手の確保や地域活性化を図るため、市町村や関係団体と連携しながら  

企業等の農業参入を支援する。 

 

３ 事業実施主体   公益財団法人福島イノベーション・コースト構想推進機構 

 

４ 予 算 額   ４９，６８４千円 

 

５ 補 助 率   定額 

 

６ 事業実施期間   平成３０年度～令和２年度                                         

【担当課：農業支援総室農業担い手課 ０２４－５２１－７３４０】  
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３　年次計画

10～12月 １～３月 ４～６月 ７～９月 10～12月 １～３月 ４～６月 ７～９月 10～12月 １～３月

地
域

企
業

誘
致

福島イノベーション・コースト構想推進基盤整備事業（被災地再生農業参入支援事業）の年次計画
令和２年１月１０日

１　事業目標
　　営農再開に向けた取り組みが始まっている浜通り地域等において、担い手の確保や地域活性化を図るため、市町村や関係団体と連携し、企業の農業参入を支援する。

２　活動内容
　　①浜通り地域等での聞取調査を踏まえた企業参入の受入体制の整備　②基本情報の整理　③課題を踏まえた対策　④現地視察(研修会)
　　⑤既農業参入の訪問による課題等の整理　⑥推進資料の作成　⑦企業参入相談会　⑧経営指標(モデル)作成　⑨誘致候補企業リスト
　　⑩企業の意向把握・現地案内　⑪農業参入にあたっての具体な課題の整理とその対策（地元と企業の合意形成）

平成３０年度 平成３１年度 令和２年度

基
本
情
報

(

候
補
地)

基
本
情
報

(

候
補
地)

企
業
参
入
相
談
会

企業の農業参入の

事例調査等

既農業参入企

業の現地視察

経営

モデル
推
進
資
料

誘
致
候
補
の
企
業
リ
ス
ト

企
業
の
農
業
参
入
・

今
後
の
誘
致
に
あ
た
っ
て
の

課
題
の
整
理

更新

次
年
度
に
取
り
組
む
べ
き
事
項
・方
向
性
等

次
年
度
に
取
り
組
む
べ
き
事
項
・方
向
性
等

更新

次
年
度
に
取
り
組
む
べ
き
事
項
・方
向
性
等

更新

浜通り地域等への

企業の『農業参入』

各市町村対

象の企業参

入研修会

企業の農業参入のための体制整備

整理すべき課題等

企業の農業参入の事例調査
企業訪問活動(意向把握)  誘致活動

企業訪問

参入の可能性・意向のある

企業や既農業参入企業の訪問

(規模拡大意向等のある企業)
【計１０回程度】

聞取調査＋フォローアップ【７市町村２団体】

浜通り地域等の企業参入体制の

整備に係る課題とその対策

聞取調査＋フォローアップ【１５市町村２団体】

浜通り地域等の企業参入体制の

整備に係る課題とその対策

聞取調査＋フォローアップ

【１５市町村２団体】

浜通り地域等の企業参入体制の

整理すべき課題等

企業の現地案内

①

②

②③ ③
③

④

④

① ①
①

① ①
①

⑤ ⑤ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

⑤

⑨
企業訪問・誘致活動⑤

⑤
⑤

⑩ ⑪ 地元と企業の合意形成

参入候補企業の意向確認方法の検討 企業の意向調査

更新

基本情報

（候補地）②

更新

更新

・必要に応じて、誘致候補企業の新規の訪問

・フォロー対応数（現地案内含む）

：１０社以上

誘致候補の企業リスト⑨ 更新
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別紙様式 

農業系汚染廃棄物処理事業（継続） 

１ 趣    旨  
放射性物質に汚染され、利用が困難となった農林業系汚染廃棄物の適切な処理や一時保管場所の巡回・モニタリング、修繕など、適

正かつ安全な保管状態を維持するために必要な経費及び一時保管場所に使用した農地の営農再開に向け、保管に要した資材の処分や農

地の再整備等の原状回復を支援する。 

 

２ 事 業 内 容 

（１）農業系汚染廃棄物処理事業 

   放射性物質に汚染され、利用が困難となった農林産物及び副産物等の農業系汚染廃棄物の適正な保管のための一時保管場所の設

置や廃棄物及び周辺環境のモニタリング等の市町村等が計画した取り組みを支援するともに、廃棄物の焼却等による減容処理終了

後、一時保管に使用した資材の処分や農地の原状回復等の取り組みを支援する。 

 

３ 事業実施主体   市町村、民間団体等 

 

４ 予 算 額   １８８，５３９千円 

 

５ 補 助 率   定額 

 

６ 事業実施期間   平成２３年度～令和２年度 

                                         

【担当課：農業支援総室環境保全農業課 ０２４－５２１－７４５３】 
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農業生産の
現場から、放
射性物質を
除去。

農林業の営
農活動の継
続を図る。

農業系汚染廃棄物処理事業(継続）

放射性物質に汚染され、利用が困難となった農林業系汚染廃棄物の適切な処理や一時保管場所の巡回・モニ
タリング、修繕など、適正かつ安全な保管状態 を維持するために必要な経費及び一時保管場所に使用した農地
の営農再開に向け、保管に要した資材の処分や農地の再整備等の原状回復を支援する。

放射性物質に汚染され
た農林産物とその副産
物、
及び農業生産資材等
（対象）
○暫定許容値以上の

たい肥、果樹剪定枝
○給与制限値以上の

稲わら・牧草
○その他：ほだ木など

対象となる農業系棄物 事業内容（支援の対象となる取り組み等）

○事業実施主体：市町村、民間団体等

○事業内容
・農業系汚染廃棄物の運搬
・農業系汚染廃棄物の一時保管場所の設置
・農業系汚染廃棄物の焼却等の減容化等の処理
・廃棄物及び周辺のモニタリング
・廃棄物の管理計画策定、事前調査
・一時保管場所の修繕・現状回復 など

○補助率： 定額

（減容化）

（廃棄物の一時保管）

（モニタリング）
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別紙様式 

農業近代化資金融通対策事業（継続） 

 

１ 趣    旨 

  意欲と能力をもって農業経営を営む者等に対し、農業経営の展開を図るために必要な長期・低利の資金を円滑に融通するため、当該

資金を融通した農協等融資機関に対し利子補給を行うとともに、原発事故により農業経営に影響を受けている農業者等に対して福島県

農業信用基金協会の債務保証にかかる保証料の一部を補助することで、農業担い手の経営規模拡大や営農再開した被災農業者の営農継

続等を支援し、農業経営の近代化や本県農業の更なる復興を図る。 

 

２ 事 業 内 容 

（１） 利子補給事業：農協等融資機関に対して利子補給を行う。 

区分 融資枠 貸付対象者 貸付利率 貸付限度額 償還期限（うち据置） 

①一般資金 １３億円 認定農業者、認定新規就農者、一定

の要件を満たす農業者（法人、集落

営農組織を含む）        等 

金融情勢に

より変動 

（個人）１，８００万円 

※知事特認 ２億円 

（法人・団体） ２億円 

          他 

原則１５年以内 

（７年以内） 

②復興 ３億 

６千万円 

上記のうち、 

原発事故の被災１２市町村の農業者

で営農再開し２年を経過した者  等 

（２） 保証料補助事業：福島県農業信用基金協会に対して保証料の一部を補助する。 

②復興 補助対象：借受者が福島県農業信用基金協会に支払う債務保証にかかる保証料 

補助条件：一括前取方式を選択する場合 

 

３ 事業実施主体 

（１） 利子補給事業：農業協同組合等融資機関 

（２） 保証料補助事業：福島県農業信用基金協会 
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別紙様式 

 

４ 予 算 額   ①一般資金：５３，０４６千円、②復興：１０，０７５千円 

  ①一般資金 ②復興 

令和２年度 当初 ５３，０４６千円 １０，０７５千円 

令和元年度 ２月補正 ４１，３０９千円  ５，０６２千円 

 

５ 補 助 率（利子補給率等） 

（１） 利子補給率 金融情勢により変動 

（２） 保証料補助 借受者が支払う保証料の１／２ 

 

６ 事業実施期間   ①一般資金：昭和３７年度～令和２年度、②復興：平成３０年度～令和２年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                   

【担当課：農業支援総室農業経済課 ０２４－５２１－７３４９】  
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①　貸付対象者
認定農業者等

②　貸付限度額
個人　１，８００万円、法人・団体　２億円

③　償還期限
　　原則１５年以内（据置期間７年以内）
③　利子補給
　　　金融情勢により変動
④　取扱融資機関
　　　県と利子補給契約を締結している農協、銀行、信金

①　対象者
　　　上記利子補給事業対象者のうち、原発事故の被災１２

市町村の農業者で営農を再開し２年を経過した者等
②　補助対象

　借受者が福島県農業信用基金協会に支払う債務保証
にかかる保証料

③　補助率
　　　借受者が支払う保証料の１／２

農業近代化資金融通対策事業

【事業イメージ】

《趣旨》
意欲と能力をもって農業経営を営む者等に対し、農業経営の展開を図るために必要な長期・低利の資金を円滑に融通するため、

当該資金を融通した農協等融資機関に対し利子補給を行うとともに、原発事故により農業経営に影響を受けている農業者等に対

して福島県農業信用基金協会の債務保証にかかる保証料を補助することで、農業担い手の経営規模拡大等や営農再開した被災

農業者の営農継続を支援し、農業経営の近代化や本県農業の更なる復興を図る。

県 農協等の

融資機関

借受者

（農業者等）

利子補給

低
利
貸
付

【事業内容】

（１） 利子補給事業（一般資金・復興）

福島県農業

信用基金協会

保証料補助（復興）

債務保証

（２） 保証料補助事業（復興）

保証料

補助
(1/2)

保証料（1/2）
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（空白）
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別紙様式 

農家経営安定資金融通対策事業（継続） 

 

１ 趣    旨 

原発事故により農業経営に影響を受けた農業者、災害、営農のため生じた負債の解消や農業経営の規模拡大等のために農業者等が必

要とする長期・低利の資金を円滑に融通するため、当該資金を融通した農協等融資機関に対し利子補給を行い、農業経営の維持安定や

営農継続・営農再開を支援する。 

 

２ 事 業 内 容 

農協等融資機関に対して利子補給を行う。 

 

  ①一般資金（小災害資金（一般）、負債整理資金、農業経営高度化資金、中山間地域経営維持資金）、経営支援資金 

融資枠 貸付対象者 貸付利率 貸付限度額 償還期限（うち据置） 

７千１百万円 自ら農業を営み又は農業に従事する個人、

自ら農業を営み又は農業に従事する個人が

主たる構成員又は出資者となっている団体 

※資金により異なる 

金融情勢に

より変動 

３００～５００万円 

 

 

※資金により異なる 

５年以内～７年以内 

（１年以内） 

 

※資金により異なる 

 

  ②東日本大震災農業経営対策特別資金（原発事故対策緊急支援資金） 

融資枠 貸付対象者 貸付利率 貸付限度額 償還期限（うち据置） 

３億５千万円 平成２３年３月に発生した原発事故により

農業経営に影響を受けている農業者等 

４月１日 

時点で固定 

（個人）１，０００万円 

（法人・団体） 

    １，２００万円 

１０年以内 

（３年以内） 

 

３ 事業実施主体   農業協同組合等融資機関 
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別紙様式 

 

４ 予 算 額   ①一般資金：３，８０８千円、②東日本大震災農業経営対策特別資金：１０，３１０千円 

  ①一般資金 ②東日本大震災農業経営対策特別資金 

令和２年度 当初 ３，８０８千円 １０，３１０千円 

令和元年度 ２月補正 １，８６６千円 １３，５４１千円 

 

５ 補 助 率（利子補給率） 

           ①一般資金：金融情勢により変動 

②東日本大震災農業経営対策特別資金：４月１日時点で固定 

 

６ 事業実施期間   ①一般資金：昭和５０年度～令和２年度 

           ②東日本大震災農業経営対策特別資金：平成２３年度～令和２年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                         

【担当課：農業支援総室農業経済課 ０２４－５２１－７３４９】  
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災害、営農のため生じた負債の解消や農業経営の規模拡大等の
ために資金を必要とする農業者等に融通する資金
①　貸付限度額
　　　資金使途に応じ３００万円～５００万円
②　償還期限
　　　資金使途に応じ５年以内～７年以内（据置期間１年以内）
③　利子補給
　　　金融情勢により変動

原発事故により農業経営に影響を受けている農業者等に融通する
資金
①　貸付限度額

１，０００万円（法人・団体　１，２００万円）
②　償還期限
　　１０年以内（据置期間３年以内）
③　利子補給
　　４月１日時点で固定 《取扱融資機関》

　県と利子補給契約を締結している農協、銀行、信金

農家経営安定資金融通対策事業

【事業イメージ】

《趣旨》
原発事故により農業経営に影響を受けた農業者、災害、営農のため生じた負債の解消や農業経営の規模拡大等

のために農業者等が必要とする長期・低利の資金を円滑に融通するため、当該資金を融通した農協等融資機関に

対し利子補給を行い、農家経営の維持安定や営農継続・営農再開を支援する。

県
農協等の

融資機関

借受者

（農業者等）

【事業内容】

（１） 一般資金

（２） 東日本大震災農業経営対策特別資金

低
利
貸
付

利子補給
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（空白）
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別紙様式 

東日本大震災農業生産対策事業（継続） 

 

１ 趣    旨 

東日本大震災により被害を受けた農業用施設、機械等の復旧、生産資材等の購入経費への助成等を通して被災地域の農業の復興を図る。 

 

２ 事 業 内 容 

（１） 生産関連施設整備 

（２） リース方式による農業機械等の導入 

（３） 生産資材の導入 

（４） 農地生産性回復に向けた取組 等 

 

３ 事業実施主体   市町村、農業団体、営農集団、農業生産法人 等 

 

４ 予 算 額   ２６４，９６４千円 

 

５ 補 助 率   82.5／100以内（国１／２以内、県32.5／100以内）、定額 

 

６ 事業実施期間   平成２３年度～令和２年度                                         

 

 

 

 

 

【担当課：生産流通総室園芸課 ０２４－５２１－７３５５】  
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東日本大震災畜産振興対策事業（継続） 

 

１ 趣    旨 

震災等からの早期の復旧・復興を図るため、生産力回復に資する家畜導入等に対して支援する。 

 

２ 事 業 内 容 

（１） 東日本大震災畜産振興対策推進事業 

ア 家畜改良体制再構築支援 

 

３ 事業実施主体   市町村、農業協同組合 

 

４ 予 算 額   ２８，００３千円 

 

５ 補 助 率   ８２．５／１００以内（国１／２以内、県３２．５／１００以内） 

定額 

 

６ 事業実施期間   平成２３年度～令和２年度                                         

【担当課：生産流通総室畜産課 ０２４－５２１－７３６６】  
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東日本大震災漁業経営対策特別資金貸付事業（継続） 

 

１ 趣 旨 

東日本大震災及び東京電力（株）福島第一原子力発電所事故によって漁業者や水産加工業者による水産業活動は甚大な被害を受けた。

このため、被災漁業者や被災水産加工業者に対し、緊急に必要な設備や経営のための資金融通を支援し、漁業・水産加工業の継続・再開

の推進を図る。 

 

２ 事 業 内 容 

東日本大震災及び東京電力（株）福島第一原子力発電所事故による被害を受けた漁業者、水産加工業者に対する漁具・設備などの購入

資金、経営維持に必要な資金を円滑に融通するため福島県信用漁業協同組合連合会に資金預託を行う。さらに、福島県漁業協同組合連合

会、農林中央金庫と協調して利子補給を行い、無利子で貸付を行う。 

 

３ 事業実施主体   福島県信用漁業協同組合連合会 

 

４ 予 算 額   令和２年度 当初   ５１，１６７千円 

           令和元年度 ２月補正 ５０，７５２千円 

 

５ 補 助 率   利子補給率 年０．５％ 

 

６ 事業実施期間   平成２３年度～令和２年度 

 

 

 

【担当課：生産流通総室水産課 ０２４－５２１－７３７９】  
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東⽇本⼤震災漁業経営対策特別資⾦
震災及び原発事故の影響により被害を受けた県内の漁業者、⽔産加工者の漁業経営を支援する。

融資実績
経営資金、漁網、レーダー
漁具、エンジン、魚探
漁船、車両、等

2019 農林水産部 水産課

貸付原資

預託
債務保証
（保証人不要）

無利子
（期間最長10年）

消失した漁具購⼊や経営維持に必要な資⾦などを円滑に融通する。（県単事業）

県は0.5億円の原資を
融資機関に対し預託
する。

融資枠１億円とし、
県は農林中⾦と共に
融資枠の１/２ずつを
原資として預託。
貸付限度

個人５００万円
法人７００万円

県は融資保証機関に
対し本特別資⾦の融
資保証に係る25％の
債務保証を⾏うこと
で無担保、無保証人
(協会保証料・無料）
で融資を⾏う。
（保証期間１０年）

県は県漁連、農林
中⾦と共に１/３ず
つ融資に伴う利⼦
補給を⾏う。

これにより無利
⼦の融資を⾏う。
基準⾦利 １.５％
利⼦補給率 ０.５％
貸付期間１０年以内
（据置３年以内）

漁業者、⽔産加工者の
資⾦需要を機動的に支援

競争力
強化資金

経 営
資 金

漁業再建
資 金
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水産物流通対策事業（継続） 

 

１ 趣 旨 

東日本大震災により、流通加工業者が加工原材料を調達していた地域の漁港等が甚大な被害を受けたことから、被災漁港の水揚げが本

格的に再開するまで加工原材料を遠隔地から確保する必要がある。このため、遠隔地からの運搬料や、被災地域の漁協、流通加工業者等

が地域復興のために使用する流通デザインの包資材や販促用資材等にかかる経費等を支援する。 

 

２ 事 業 内 容 

漁協や水産加工協等が遠隔地から原料を確保するための経費（運搬料）等に対して支援する。 

 

３ 事業実施主体   福島県漁業協同組合連合会、漁業協同組合、水産加工業協同組合等 

 

４ 予 算 額   令和２年度 当初   ３４，３１４千円 

           令和元年度 ２月補正 １９，５６０千円 

 

５ 補 助 率   １／２以内 

 

６ 事業実施期間   平成２３年度～令和２年度 

 

 

 

 

 

【担当課：生産流通総室水産課 ０２４－５２１－７３７８】  
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漁場復旧対策支援事業（継続） 

 

１ 趣 旨 

東日本大震災によって、多くの建物等の破片が漁場に堆積し、漁業生産活動が困難となっている。このため、漁場生産力の回復のため

に、堆積物等の回収等を行う漁業者を支援するとともに、漁業者による対応が困難な漁場について、県が回収を行う。 

 

２ 事 業 内 容 

（１） 漁場生産力回復支援事業 

漁場には未だに建物等の破片の流入が続いているため、漁場から堆積物等の回収を行う漁業者グループを支援する。 

（２） 漁場堆積物除去事業 

漁場に堆積した建物等の破片の回収を実施する。 

 

３ 事業実施主体   （１） 福島県漁業協同組合連合会 

（２） 県 

 

４ 予 算 額   ２６８，０６６千円 

 

５ 補 助 率   （１） １０／１０以内 

（２） － 

 

６ 事業実施期間   平成２３年度～令和２年度 

 

 

【担当課：生産流通総室水産課 ０２４－５２１－７３７６、７３７８】 
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漁場復旧対策支援事業

東⽇本⼤震災によって沿岸漁場に流出した建物等の破⽚について、漁業者グループによる回収作業へ
の補助及び、専⾨業者による⼤型破⽚等の回収作業を⾏うことにより、漁場機能の回復を図る。

＜事業のイメージ＞＜事業の内容＞

１ 漁場⽣産⼒回復支援事業
漁業操業中に混入した建物等の破⽚の回収を⾏う漁業者

グループを支援する。

＜補助率＞
漁場⽣産⼒回復支援事業（県漁連事務費） 国10/10
漁業者等地域活動事業（漁業者活動経費）

国8/10 県2/10
＜事業実施主体＞
県（県漁連へ補助）

２ 漁場堆積物除去事業
県が業務委託により、起重機船等を使用し⼤型破⽚等の

回収を⾏う。

＜補助率＞ 国8/10 県2/10
＜事業実施主体＞ 県

＜事業の実施状況＞

起重機船 引き揚げ 取り壊し・
産廃処分

漁場堆積物除去事業

漁場⽣産⼒回復支援事業

小型船 底びき船
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経営構造改善事業（継続） 

 

１ 趣 旨 

東日本大震災により、本県水産業において重要な役割を果たしてきた水産業共同利用施設（荷さばき施設、加工施設、冷凍冷蔵施設等）

が甚大な被害を受けたことから、水産業の早期復興を図るため、施設等の整備を支援する。また、相馬市岩子地区において、東日本大震

災により被災し、沈下した浸水防護施設の整備を代行工事により支援する。 

 

２ 事 業 内 容 

（１） 水産業共同利用施設復旧整備事業 

東日本大震災により被災した漁協、水産加工協等が所有する共同利用施設等の整備を支援する。 

（２） 漁業集落防災機能強化事業 

相馬市岩子地区における浸水防護施設整備を相馬市に代わり工事を行う。 

 

３ 事業実施主体   （１） 漁業協同組合、水産加工業協同組合等 

（２） 県 

 

４ 予 算 額   ７４２，４４１千円 

            

 

５ 補 助 率   （１) ５／６以内 

（２) － 

 

６ 事業実施期間   平成２３年度～令和２年度 

【担当課：生産流通総室水産課 ０２４－５２１－７３７８】  
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経営構造改善事業

被災した漁業協同組合、⽔産加⼯業協同組合等の⽔産関係共同利用施設（荷さばき施設、活⿂
施設、給油施設等）の復旧整備を支援する。

＜事業のイメージ＞＜事業の内容＞

１ ⽔産業共同利用施設復旧整備事業

被災した漁業協同組合、⽔産加⼯業協同組合等の
⽔産関係共同利用施設の復旧整備を支援

○荷さばき施設
○⽔産物加⼯処理施設
○⽔産物鮮度保持施設
○給油施設
○養殖施設等

補 助 率 ５／６以内
事業主体 漁業協同組合、⽔産加⼯業協同組合等

＜補助対象施設の例＞
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共同利用漁船等復旧支援対策事業（継続） 

 

１ 趣 旨 

東日本大震災により、漁業生産の根幹である漁船・漁具の多数が甚大な被害を受け、漁業生産活動の継続が困難な状況となった。その

ため、漁業協同組合等が組合員の共同利用に供する漁船の建造、中古船の購入及び漁具の購入を行う取組を支援することで、早急な漁業

生産活動の継続・再開を押し進める。 

 

２ 事 業 内 容 

漁業協同組合等が、東北地方太平洋沖地震及びこれにより発生した津波により漁船・漁具を失った組合員のため、共同利用やリースに

より使用することを目的として行う漁船の建造、中古船の購入及び漁具の購入に必要な経費に対して補助を行う。 

 

３ 事業実施主体   漁業協同組合等 

 

４ 予 算 額   令和２年度 当初   ６４７，９９９千円 

           令和元年度 ２月補正 １２７，６４３千円 

 

 

５ 補 助 率   ７／９以内 

 

６ 事業実施期間   平成２３年度～令和２年度 

 

 

 

【担当課：生産流通総室水産課 ０２４－５２１－７３７９】  

59

共同利用漁船等復旧支援対策事業

被災した漁船等の早期復旧を図り、漁業生産力の面からふくしま型漁業の実現を支援

県内登録隻数１，１７３隻
（H23.3.10現在）のうち
７６０隻が全損。

壊滅的被害のため、漁業者
個人での復旧は困難！！

＜震災後の状況＞

漁業協同組合等が、被災し、漁船・

漁具を失った組合員のため、共同利

用やリースにより使用することを目

的として行う漁船の建造、中古船の

購入及び漁具に必要な経費に対し、

補助を行う。

◇補助率 ： ７／９以内

◇復旧実績（令和元年12月末現在）

漁船：２４９隻

漁具：１，８１５式

※着手中を含む。

＜事業の内容＞

漁
船
等
の
復
旧
・
操
業
再
開
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別紙様式 

復興基盤実施計画（継続） 

 

１ 趣    旨 

東日本大震災及び原子力災害により被害を受けた地域において、「福島再生加速化交付金」による農地・農業用施設等の整備を総合的

に実施するための調査・計画業務を行う。 

 

２ 事 業 内 容 

（１） 各事業に係る事業計画策定業務 

当該計画作成の対象地区について、整備の基本方針、整備の内容、費用の総額、効果算定等を定める。 

 

３ 事業実施主体   県 

 

４ 予 算 額   １０２，０００千円 

 

５ 補 助 率   定額（１０／１０） 

 

６ 事業実施期間   平成２８年度～令和２年度                                         

 

 

 

 

 

 

【担当課：農村整備総室農村計画課 ０２４－５２１－７４０６】  
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復興基盤総合整備事業（継続） 

１ 趣 旨 

津波により被災した地域と避難地域１２市町村における農業の速やかな復興・再生のため、農地・農業用施設の整備を総

合的に実施することにより、東日本大震災からの復興を円滑かつ迅速に推進し、安全で安心して暮らせる地域の再生を図る。 
 

２ 事 業 内 容 

（１） 農地整備事業（経営体育成型） 

（２） 農業基盤整備促進事業 

（３） 水利施設整備事業（基幹水利施設保全型） 

（４） 農地整備事業（通作条件整備型） 

（５） 農地防災事業（農村地域環境保全整備事業） 

（６） 中山間地域総合整備事業 
 

３ 事業実施主体   県 
 

４ 予 算 額   １２，５２２，５７７千円 
 

５ 負 担 率 

２の（１）一 般 地  域：国 ７５％、  県 １３.７５％ 等 

中山間地域等：国 ７７.５％、 県 １３.７５％ 等 

２の（２）       国 ７７.５％、 県 １６.２５％ 

２の（３）       国 ７５％、   県 １２.５％ 

２の（４）       国 ７５％、  県 １１／６０ 

２の（５）       国 ７５％、   県 １４.５％ 

２の（６）       国 ７７.５％、 県 １５.０％ 
 

６ 事業実施期間   平成２４年度～令和７年度                                         

 

【担当課：農村整備総室農村基盤整備課 ０２４－５２１－７４１０】  
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別紙様式 

復興再生基盤整備事業（継続） 
 

１ 趣    旨 

  東日本大震災による原子力災害から福島の農業を速やかに再生するため、原子力災害を受けた地域の農地、農業用施設及び集

落道等の整備を一体的かつ迅速に実施する。 

 

２ 事 業 内 容 

（１） 農地整備事業 

（２） 水利施設整備事業 

（３） 農地防災事業 

（４） 復興再生基盤総合整備事業 

（５） 中山間地域総合整備事業 

 

３ 事業実施主体   県 

 

４ 予 算 額   ８，０５１，３８８千円 

令和２年度 当初   ７，３１５，９６８千円 

         令和元年度 ２月補正   ７３５，４２０千円 

５ 補 助 率   ２の（１）一般地域 （ハード） 国１／２、県１／４～１１／３０（ソフト）国５０％、県５０％～１０．５％ 

           ２の（１）中山間地域等（ハード）国５５％、県２７．５％～３０％（ソフト）国５５％、県４５％ 

           ２の（２）                 国５０％、県２５％ 

           ２の（３）小規模              国５０％、県２８％～３７％ 

           ２の（３）大規模              国５５％、県２８％ 

           ２の（４）                 国５０％、県２５％ 

２の（５）                 国５５％、県３０％ 

           ※県補助率は事業メニューにより異なります。詳しくは担当課にお問い合わせください。 

 

６ 事業実施期間   平成２５年度～令和２年度 

【担当課：農村整備総室農村基盤整備課 ０２４－５２１－７４１８】  
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災害調査事業（継続） 

 

１ 趣    旨  

農地、農業用施設、海岸保全施設及び地すべり防止施設の被害発生地区のうち、県営災害復旧事業を対象として、災害査定申請を 

早急かつ円滑に実施すべく、耕地災害、海岸および地すべり防止施設災害の調査等を実施する。 

 

２ 事 業 内 容 

農地、農業用施設、海岸保全施設及び地すべり防止施設の被害発生地区のうち、県営災害復旧事業について災害調査等を行う。 

 

３ 事業実施主体   県 

 

４ 予 算 額   ２８８，４００千円 

 

５ 補 助 率   １０／１０ 

 

６ 事業実施期間   令和２年度 

 

 

 

 

 

 

 

【担当課：農村整備総室農村基盤整備課 ０２４－５２１－７４１２】  
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耕地災害復旧事業（継続） 

 

１ 趣    旨  

異常な天然現象（降雨、洪水、暴風、高潮、地すべり、地震、低温、その他）により被災した農地、農業用施設を復旧し、生産 

基盤の回復を図る。 

 

２ 事 業 内 容 

  被災した農地、農業用施設の速やかな復旧を図る。 

（１） 事業採択の条件 

ア 事業費 

１か所の工事費が４０万円以上 

  イ 対象施設 

    国営または県営事業で造成された施設であって、復旧工事に高度な技術を要するまたは事業費が概ね５０，０００千円以上 

の施設 

  ウ 異常な天然現象の条件 

    降雨の場合：最大２４時間雨量が８０ｍｍ以上 最大時間雨量が２０ｍｍ以上 

（２） 採択する工種 

ア 農地 

田、畑 

  イ 農業用施設（関係受益戸数２戸以上） 

    水路、道路、頭首工、ため池、橋梁、揚水機、堤防、農地保全施設 

 

３ 事業実施主体 県 
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４ 予 算 額   ３，９９６，４００千円 

 

５ 補 助 率 

（１） 国庫補助率 

農地：５０％以内 農業用施設６５％以内 

国庫補助率は基本補助率であり、補助率増高制度による嵩上げがある。 

また激甚災害に指定された場合、激甚法による補助率の嵩上げがある。 

（２） 県補助率（県営事業として実施する場合） 

    農地：国庫補助残の３５／５０ 農業用施設２５／３５ 

 

６ 事業実施期間   災害が発生した年を含め原則３年間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【担当課：農村整備総室農村基盤整備課 ０２４－５２１－７４１２】  
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別紙様式 

ため池等放射性物質対策事業（継続） 

 

１ 趣    旨 

福島県の中通り・浜通りに位置するため池のうち、貯留水や底質等に含まれる放射性物質により営農や施設管理等に支障が生じて

いるため池について、営農再開・農業復興の観点から影響を低減することを目的とし、市町村がため池の放射性物質対策を実施して

いる。 

県はこれを推進するため、農業用ダムにおいて、放射性物質の動態を解析するためのモニタリング調査を行うとともに、県や市町

村が実施したため池の調査及び対策工のデータを整理し、取組を支援していく。 

 

２ 事 業 内 容 

（１） ダム・ため池のモニタリング調査 

ダム・ため池等における底質及び貯留水の放射性物質濃度等を把握するためのモニタリング調査を行う。 

 

３ 事業実施主体   県 

 

４ 予 算 額    ８２，０００千円 

 

５ 補 助 率    国 １０／１０  

 

６ 事業実施期間    平成２７年度～令和２年度 

 

 

 

【担当課：農村整備総室農地管理課 ０２４－５２１－７４１９】  
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（空白）
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別紙様式 

放射性物質被害林産物処理支援事業（継続） 

 

１ 趣    旨 

林産物の生産活動に支障をきたさないよう、放射性物質に汚染された林産物の処理等に要する経費を支援し、本県の林業・木材産業の

復興を図る。 

 

２ 事 業 内 容 

林産物の産業廃棄物処理等に要する経費を支援する。 

 

３ 事業実施主体   福島県木材協同組合連合会等 

 

４ 予 算 額   ７５５，４６７千円 

 

５ 補 助 率   定額（１０／１０以内） 

 

６ 事業実施期間   平成２５年度～令和２年度                                         

【担当課：森林林業総室林業振興課 ０２４－５２１－７４３２】 
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放射性物質被害林産物処理支援事業放射性物質被害林産物処理支援事業
【趣旨】林産物の⽣産活動に支障をきたさないよう、放射性物質に汚染された林産物の処理等に要する経費を支援し、本県の林

業・木材産業の復興を図る。

【事業内容】林産物の産業廃棄物処理や利活⽤に要する経費を支援する。

【予算額】755,467千円

【補助率】定額（10/10以内）

樹皮
（バーク） 国 福島県

木材関係団体等
※賠償対象となりうる樹皮の産業廃棄物
処理経費については東京電力に賠償請求。

東京電力

事業スキーム

製材工場等

産業廃棄物処理や利活用に要する経費支援
（貸付又は補助）
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別紙様式 

森林活用新技術実証事業（継続） 

 

１ 趣    旨  

放射性物質により、きのこ、山菜等の出荷制限やきのこ原木の供給へ影響を及ぼしていることから、きのこ等の再生産に向けた栽培

技術の実証やきのこ原木を生産する広葉樹の調査を行う。 

 

２ 事 業 内 容 

（１） 原木しいたけ露地栽培実証事業 

中浜通りの出荷制限地域を中心に、露地栽培をめざす生産者のほだ場において、今後の出荷制限の解除や再生産に向けた実証

試験を実施する。 

（２） 広葉樹安定供給調査事業 

コナラ等広葉樹の安定供給を図るため、非破壊検査機器を利用した各地域の原木汚染状況を調査し、広葉樹の林分毎の供給可

能量を推定する。 

（３） 山菜生産再開のための技術検証事業 

山菜栽培ほ場において、生産環境再生に必要となる条件を調査し、生産再開方法を検証する。 

 

３ 事業実施主体   県 

 

４ 予 算 額      ５６，８００千円 

 

５ 補 助 率   － 

 

６ 事業実施期間   平成２８年度～令和２年度                                         

【担当課：森林林業総室林業振興課 ０２４－５２１－７４３２】 
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森林活用新技術実証事業

県内における特用林産物の生産再開

◎原木しいた露地栽培実証事業

原木露地栽培における再生産の検証

◎広葉樹安定供給調査

非破壊検査機器を利用した各地域の

原木汚染状況の把握と供給可能量の

推定

◎山菜生産再開のための技術検証事業

山菜栽培ほ場における、生産環境再生

条件の検証

林分毎に抽出検査

きのこ原木生産可能林分検索

県内生産者のほだ場で露地栽培検証

出荷制限解除や再生産に向けたデータ収集

生産環境の再生に係る調査

安全に生産・収穫ができる生
産方法の構築
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別紙様式 

安全なきのこ原木等供給支援事業（継続） 

 

１ 趣    旨  

放射性物質による森林汚染の影響によりきのこ原木等の価格が高騰していることから、きのこ生産者の負担を軽減する取組を行う団

体を支援する。 

 

２ 事 業 内 容 

きのこ生産者のきのこ原木等生産資材導入に要する経費の負担軽減を図る取組について補助する。 

 

３ 事業実施主体   農業協同組合、森林組合等 

 

４ 予 算 額      ２７６，３３５千円 

 

５ 補 助 率   震災前購入にかかる経費（消費税を除く）の１／２以内 

 

６ 事業実施期間   平成２３年度～令和２年度                                         

【担当課：森林林業総室林業振興課 ０２４－５２１－７４３２】 
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安全なきのこ原木等供給支援事業のフロー

○事業主体　生産者への確認　

○農林事務所　事業主体からの提出書類の確認　　
　　補助金交付申請を行う際に添付する補助金算出表を用いて、個々の生産者が
　どこから資材を購入するか確認する。

　　事業主体から直接購入する場合を除き、どこで購入するか、申請先はどこか確認する。　　　　　

県内外の

○原木生産事業者

○おが粉製造事業者

○きのこ種菌メーカー

事 業 主 体

○農業協同組合
○森林組合
○福島県森林・林業・緑化協会 等

事業主体が、組合員、会員であるきのこ生産者
等からの要望に基づき、生産資材の調達、配分
調整等を行う。

県

きのこ原木等の供給

購入代金の支払い

補助金交付申請

補助金の交付

○生産者（きのこ・木炭）

要望 きのこ原木等の納品

東京電力

賠償請求

賠償金支払
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